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森　川　八洲男
1　問題の限定
　このたびのフランス公表会計制度の全面的な改正は，すでに1971年3月に，
大蔵大臣の要請を受けて，1957年プラン・コンタブル・ジェネラルの改訂作業
がスタートしたのを直接的な契機としTi開始されたが，それからおよそ15年に
わたる歳月を経て，現在までに，次のような一連の成果が生み出され，ここに
ようやく新しい制度の全体像がほぼ明らかになるに至った。
　1．　1982年4月27日付経済・大蔵省令による新プラン・コンタブル・ジェネ
　　ラルωの確定
　2．　1983年4月30日付「（EC）第4号指令と商人および一定の会社の会計規
　　定の調和化に関する法律第83－353号〔2）」の制定
　3．　1983年11月29日付「商人および一定の会社の会計規定に関する法律第83
　　－353号の適用に関する命令第83－1020号（3｝」の制定
　4．　1985年1月3日付「一定の商事会社および公企業の連結計算書に関する
　、法律第85－11号ω」の制定一なお，近く本法の施行令が制定される予定
　　であるといわれる。
　このような今回のフランス公表会計制度の全面的改訂の理由としては，特に
前記1のプラン・コンタブルの改正の際に提示された，①新しい経済的・法律
的現実の発展への即応，（2）各種利用者に提供される会計情報の改善，（3）最新の
データ処理手段の導入などの主として国内的な要因と，さらにECにおける会
計調和化の担い手である会社法理事会指令第4号「一定の会社の計算書類」お
よび同第7号「連結計算書」の国内法化という国際的な要因を挙げることがで
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きる。
　本稿では，上述のようにして形成されたフランス新公表会計制度の全体像を
考察の対象として取り上げ，特に西ドイツをはじめとする他のEC諸国の公表
会計制度との対比において，その構造的特質を解明し，かつそこに含まれる問
題点を吟味・検討したい。
（1）Conseil　National　de　la　Comptabiiit6；Plan　Comptable　G6n6ral，1982．中村・
　森川・野村・高尾・大下訳『フランス会計原則』1984年。
（2）Loi　n°83－353　du　30　avril　1983　relative　ti　la　mise　en　harmonie　des　obliga－
　tions　comptables　des　commergants　et　de　certaines　soci6t6s　avec　la　IVe　Directive
　adopt6e　par五e　Conseil　des　Communaut6s　Europ6ennes　le　25　juillet　1978．
（3）D6cret　n°83－1020　du　29　novembre　1983　pris　en　apPlication　de　la　loi　n°83
　－353du　30　avril　l983　et　relatif　aux　obligations　comptables　des　comlnergants
　et　de　certaines　soci6t6s．
（4）Loi　n°85－11　du　3　janvier　1985　relative　aux　comptes　consolid6s　de　certaines
　soci6t6s　commerciales　et　entreprises　publics．
1　改正前公表会計制度の構造と特徴
　1．　改正前公表会計制度の構造
　　1．　制度の枠組
　一般に，フランスでは，企業会計を規制する私法（droit　priv6）の一領域を会
計法（dr・it　c・mptable）と呼び，そのような会計法の法源を形成するものとして，
商法典，1966年商事会社法，1967年同施行令などの商法関係法令のほかに，税
法（dr・it丘scale）一特に一般税法（C・de　g6n6ral　des　impδts）と1965年10月28日
命令一労働法（droit　du　travail）などの諸法令，さらに裁判所の判例ならびに
国家会計評議会（C・nseil　National　de　la　C・mptabilit6），公認会計士・経理士協会
（Ordre　des　Experts－C・mptables　et　des　C・mptables　Agr66s），全国会計監査役協会
（Conseil　Nati・nal　des　C・mmissaires　aux　Comptes），証券取引委員会（C・mmlssi・n
des　Op6rati・ns　de　Bourse）などの権威ある会計機関ないし会計団体の意見書の
勧告書等が挙げられるω。これらの諸法令，判例あるいは教義などが一体とな
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って，フランス公表会計制度を形成してきたのである。
　もちろん，これらの諸法令等は，法的レベルでみると，単に並列的な関係に
あるのではない。それらは，特に議会での議決を通して制定された法律（1・is）
を頂点として，政府の公布した命令（d6crets），ついで省令（arret6s　ministeriels），
さらに裁判所の判決（decisi。ns　des　tribunaux），そして権威ある機関の見解とい
うように階層的に位置づけられ②，また，特別法は一般法に優先するという原
則から同じ法律の中でも，公表会計制度が商事会社を対象として成立するもの
である以上，商法関係法，特に商事会社がその中核に位置づけられ，全体とし
て一つの立体的・階層的構造（hierachie）を形成するものとして把握されなけ
ればならないであろう。
　かくして，フランス公表会計制度は，商法関係法令を中核にして形成される
が，商法関係法は，従来から，会計に関して，その基本的な枠組にかかわる規
定を重点に定めるだけであり，施行令をも含めて，会計処理や表示に関する具
体的な基準を設けていない。この点は，改正後においても，基本的には変って
いない。そのような間隙を埋めて，改正前公表会計制度の実質的な内容を形成
してきたのが，フランスにおける会計標準化（n・m・alisatiQn　c・mptable）のにな
い手であり，本質的に「一般に認められた会計諸原則」（principes　c・mptables
g6n6ralement　admis）の性格をもつとみられる，1957年プラン・コンタブルであ
る。
　以上の諸点を考慮に入れて，まず，改正前商法関係法令から考察する。
　　2．　商法関係法令
　　（1）商法典
　改正前の商法典（Code　de　C・1nmerce）は，「第2編　商業帳簿」において，特
に債権者等の取引関係者の保護を目的として，商人一般に適用される会計規定
を定めていたが（8条～17条），これらの規定を列挙すると，次のとおりであ
る。
　第8条　日記帳（livre・journal）の記帳義務
　第9条　財産目録の作成義務ならびに貸借対照表および損益計算書作成のた
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　　めの勘定締切りの義務
　第10条　商業帳簿の記載方法
　第11条　商業帳簿の保存義務
　第12条
　　　　　商業帳簿の証拠力
　第13条
　第14条　訴訟における証拠としての商業帳簿の提出（c。mmunication）
　第15条
　　　　　訴訟における証拠としての商業帳簿の呈示（repr6sentati・n）
　第16条
　第17条　商業帳簿呈示拒絶の場合の効果
　このように，
が設けられていたが，その中には，
なかったのである。
　なお，これらの商業帳簿規定に関連するものに，
破産法（le　droit　de　la　faillit6）一正式には，「裁判上の整理，
（238）
改正前商法典には，商人一般に適用される一連の商業帳簿規定
　　　　　　　　　計算書類の開示に関する規定は含まれてい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1967年7月13日のいわゆる
　　　　　 　　　　 　　　　 　　　　　　　　　　　　財産の清算，個
人的破産および破産犯罪に関する法律」（1a　l・i　sur　le　rさglement　judiciaire，　la
liquidation　des　biens，　la　faillit6　personne11e　et　la　banqueroute）と呼ばれる一が
ある。本法には，支払停止の場合に，商人または管理者に適用される罰則規定
が設けられているが，その中に会計に関する規定が含まれ，これによって間接
的に商業帳簿規定の遵守が促進されることになったといわれる③。
　　（2）1966年商事会社法
　さきに一言したように，フランス公表会計制度の骨格を形成するのは，1966
年7月24日商事会社法（la　lol　du　24　juillet　1966　sur　les　soci6t6s　c・mmerciales）で
ある。この点は，現在でも変っていない。
　本法は，まず，「第一編第4章　株式および株式合資会社」の「第4節　株
主総会」においてヅ次のように，計算書類等の開示に関する規定を掲げている。
　第157条第2項　理事会または取締役会は，年次総会においてその報告書を
朗読した後，一般経営計算書，損益計算書および貸借対照表を総会に提出しな
ければならない。なお，会計監査役は，その報告書において，第228条（後出）
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に定められた職務を執行したことを記述しなけれぽならない。
　同　第2項　年次総会は，当該営業年度の計算に関する一切の問題を審議し，
これを決定する。
　第162条第1項　取締役会または執行執行者は，会社の業務執行およびその
進行状態に関して，株主が事情を知って意思を決定し，かつ調査にもとつく判
断を下すことができるように書類を株主に送付し，またはその閲覧に供さなけ
ればならない。
　なお，1967年施行令第135条第6号によると，この規定にいう書類の中には，
一般経営計算書，損益計算書，貸借対照表および必要あるときは業務監査役会
の意見書，会計監査役の特別報告書等が含まれることになる。
　ついで，本法は，「第2編第6章　法人税を有する各種会社に共通の規定」
の「第1節　会社の計算」において，法人格を有する商事会社一般（株式会社，
株式合資会社，有限会社，合資会社および合名会社を含む）に適用される会計規定を
重点的に設けていた。すなわち，下記の諸規定である。
　第340条　計算書類（財産目録，一般経営計算書，損益計算書および業務報告書を
　　含む）の作成義務ならびに会計監査役への提出義務
　第341条　計算書類の作成方式および評価方法の継続性の要請
　第342条　償却および引当金
　第343条　設立費および資本増加費の償却
　第344条　純利益の定義
　第345条　法定（利益）準備金
　第346条　分配可能利益
箋：舞｝利益配当
華：：！象｝賞与
　また，本法は，「第2節　子会社および資本参加」において，次の諸規定を
設けている。
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　第354条　子会社の定義
　第355条資本参加の定i義
　第356条　子会社および資本参加に関する報告義務
　　（以下，省略）
　さらに，同法は，第1編「第4章　株式会社および株式合資会社」の「第6
節　株式会社の監督」において，会計監査役（commissaires　aux　comptes）に関
する諸規定（218条～235条）を設けているが，これらの規定は1966年改正前商事
会社法の規定に比べ，著しく改善されている（4）。
　ところで，上述のような1966年商事会社法の会計規定に関して，特に注目す
べき事項を列挙すると，次のとおりである。
　第1に，本法では，会計監査役による計算書類監査の基本目標として，会社
法上，特に「正規性と誠実性」（r6gularit6　et　sinc6rit6）という従来のフランス
会計に特有な概念が明定されている点である。すなわち，1966年商事会社法第
228条第1項は，会計監査役の職務に関して，次のように規定していた。「会計
監査役は，財産目録，一般経営計算書，損益計算書および貸借対照表が正規か
つ誠実に作成されていることを証明しなければならない」。この規定は，とり
もなおさず，本法では，「正規性と誠実性」の要請が計算書類作成の基本原則
として位置づけられていることを示すものにほかならない。
　このようほ計算書類に関する「正規性と誠実性」の要請は，その当時のフラ
ンス公表会計制度を貫く基本的特質をなすものと考えられる。この点について
は，後に掘り下げて検討する。
　第2に，本法，それまで著しく立ち遅れていた，一般株主等の保護措置を強
化・充実するために，新しく一般経営計算書（compte　d’exploitation　g6n6rale）
一当期業績主義にもとつく営業損益計算書としての内容をもつ一ならびに
子会社および資本参加に関する会計情報の開示を義務づけるなど，開示計算書
類の拡充（そして会計監査の強化）をはかっていることである（5｝。なお，この情
報開示の面は，後にみるように，1967年の施行令によって，一層強化・拡充さ
れることになる。
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　第3に，本法は，計算書類の作成に関して，最低限遵守すぺき要請として，
計算書類の作成方法および評価方法の継続性（341条）に加えて，新しく「償却
および引当金」（342条）「設立費および資本増加費」（343条）などのいわゆる実
体規定を設け，また「純利益」（344条）および「分配可能利益」（345条）の定義
を明定して，計算面での充実をはかっている点である。
　（3）1967年の商事会社法に関する施行令
　上述のような1966年商事会社法の適用条件を定めたものが1967年3月23日施
行令（Le　d6cret　du　23　mars　1967）－1968年1月2日命令により一部修正一
である。本令では，1966年法にみられた情報開示の充実・強化という側面が一
段と発展せしめられているのである。
　まず第1に，本令第293条第1項により，株式会社および株式合資会社は，
商業登記簿に添付するため，当該営業年度の貸借対照表・損益計算書および一
般経営計算書を，株主総会による承認の翌月内に，各2通宛裁判所の書記局に
寄託することが要求されていることが注目される。これにより，社会一般に対
する情報公開が推進されることになるであろう。
　第2に，とりわけわれわれの関心を引くのは，特に大衆資金を動員するうえ
で重要な上場会社等に対し，計算書類の公告を要求した第294条の規定（1968
年1月2日命令により改正）である。この規定は，下記のように，一定の上場会
社およびその子会社に対し，かなり広範にわたる会計情報を，株主総会による
承認後45日以内に「法定公報」（Bulletin　des　Annonces　16gales　obligatoires）に公
告することを義務づけたものである。
　（1）証券取引所の上場会社で，貸借対照表記載の資産総額が1，000万フラン
をこえる会社は，次の会計情報を公告しなければならない。
　①　貸借対照表
　②一般経営計算書
　③損益計算書（特に当期利益に対する法人税額を明示した）
　④有価証券明細表（以上，施行令294条）
　⑤貸借対照表記載外の債務明細表
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　⑥利益処分表
　⑦子会社および資本参加明細表（以上，施行令295条2項）
　⑧4半期税込および税引後売上高を前年同期と比較した対照表
　⑨半期暫定貸借対照表（以上，施行令296条1項）
　なお，資産総額が1，000万フラン以下の上場会社は，
務を課せられないが，上記の①から⑧の情報を，
（242）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「法定公報」への公告義
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株主総会による承認後15日以
内に，株主の請求がありしだい，送付しなければならない（施行令297条）。
　（2）証券取引所の上場会社で，貸借対照表記載の資産総額が1，000万フラン
を・える1または・以上の会社によ・て資本金の翻上を所有される会社（子
会社）で，下記のものに該当する会社は，（1）に掲げた情報のうち①から④の情
報を，総会による承認後に，「法定公報」に公告しなければならない（適用令298
条）。
　これに該当する会社（子会社）は，非株式組織形態の会社一株式会社および
株式合資会社の形態をとっていない一および非上場会社であって，貸借対照
表上の資産総額が1，000万フラン以上の会社か，あるいは帳簿価額または取引
所相場が100万フランをこえる有価証券を保有する会社のいずれかである。
　このような1967年施行令における公告規定は，それに先行する1965年11月29
日の「株主および大衆の情報に関する命令（6）」（Le　d6cret　sur　1’informati・n　des
acti・nnaires　et　du　public）に定められたものを継承したものであり，特に広く大
衆資金を動員する上場会社とその子会社に対して，その経営状況を判断するう
えで重要な意味をもつとみられる会計情報の公開一特に「法定公報」（全国
版）への公告を義務づけたものである。この「法定公報」への公告は，単に現
在の株主や債権者だけではなく，「財務分析家，銀行家，株式仲買人，経済学
および財政学の教授，経済・財政紙の編集者ならびに有価証券へ投資された貯
蓄を管理し，勧告する責任を負うすべての人々」さらに「従業員」をも含んだ
広く「一般大衆」に対する企業内容の開示に役立つものであり（7），したがって，
この命令は，従来アソグロ・サクソソ諸国に比べて著しく立ち遅れていたとい
われるフランス会計公開制度の近代化を推進するうえで，画期的な意義をもつ
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ものであると評されたのである⑧。
　ところで，上述のような商法関係法令には，計算書類の表示様式ないし区分
表示や評価規則は明定されていない。こうした計算書類の区分表示や評価規則
に関する規定上の空白は，大陸系商法の先駆をなす，かの1673年の「商業条
令」（Ord・nnance　de　C・mmerce）以来，フランス商法ないし会社法に伝統的に見
受けられたのであり，この点が同じく大陸系商法の主流を占めるドイツ法に対
する一つの重要な相違を形造ってきたといってよい。この問題に関して，1966
年の改正に至るまで続けられた会社法の改革をめぐる論議において，おそらく
は1965年西ドイツ株式法をモデルにして，特にプルヴエ委員会（la　Commission
Pleven）’の提案に代表されるように，フランス会社法上はじめて計算書類の区
分表示および完全な評価規則体系に関する規定を導入する旨が提案されたが，
1966年商事会社法では，上述のように，若干の関連規定が新設されたものの，
この提案の趣旨は実現をみずに終ったのである⑨。
　　3．　会計処理・表示基準
　このような状況下にあって，会社が計算書類を作成する際に準拠すべき会計
処理および表示基準として，重要な役割をはたしたものが，1965年10月28目命
令と1956年PCGであった。
　　（1）1965年の「一般税法第54条の適用条件を定める命令」
　この1965年10月28日命令一1971年1月6日命令により一部改訂一は，（1＞
商工業を営む企業が一般税法の諸規定に従って作成すべき計算書類の表示様式
（第1条），（2）計算書類の記入の際に準拠すべき定義および規則（第2条および第
3条）ならびに（3＞評価規則（第4条～第11条）を定めたものであるqo）。
　このように，本命令は本来，一般税法の施行令としての性格を有するのであ
るが，商法関係法令にみられる上述のような規定の空白を補うために，それを
こえて，商法会計上の適用指針としての役割をも有したのである。この点につ
いて，特に上掲の1967年の商事会社法施行令第259条第1項には，次のように，
一定の上場会社が計算書類（特に貸借対照表）の作成の際に本命令に従うべきこ
とが明文をもって規定されたのである。
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　「前条（第258条）に定める会社（貸借対照表上の資産総額が1，000万フランをこえ
る上場会社をいう）は，標準貸借対照表の区分表示を遵守することを条件として，
その細分化を任意に行うことができる。貸借対照表の各種項目の記入は，1965
年10月28日命令に定める定義を遵守しなければならない。同命令第4条ないし
第11条に定める評価規則に従わなけれぽならない」。
　したがって，本命令は，フラソス公表会計制度上きわめて重要な一翼を形成
することになったのである。
　以上のような内容をもつ1965年10月28日命令について注目すべきことは，本
命令に定める諸規定，特に諸項目の定義および評価規定が1957年PCGとそれ
と基本的に一致しているという点であった（ID。　この点は，フラソスにおいて，
会計標準化のにない手として発展せしめられてきたPCGを基軸にして，会計
諸制度の統一化が進められているanことを示唆するものとして，われわれの関
心を引くのである。
　　（2）1957年プラン・コンタブル・ジェネラル
　　（注）1957年PCGは，それに先行する1947年PCGの主として経営分析会計を改正
　するために，国家会計審議会（Conseil　National　de　la　Comptabilit6）によって新し
　く制定されたものであり，1957年5月11日大蔵省令で承認されたものである。
　1957年PCGは，「第1部　原則」の冒頭において，その基本目的に言及し，
「会社は，期間別・経営別に比較するためには，同等でなけれぽならないが，
他方商・工企業その他の組織の特質，要求および手段に適応するためには弾力
的でなけれぽならない。プラン・コンタブル・ジェネラルは，これらの二つの
必要な条件を調整して会計を漸次標準化しようとするものである⑬」と述べて
いる。
　そして，PCGは，この基本目的を実現するためeこ，一一ma会計（comptabilit6
96n6ral）と経営分析会計（comptabilit6　analytique　d’exploitati・n）の両面にわたっ
て，（1）勘定案（cadre　comptable），（2）術語解説，（3＞勘定間の記帳連絡関係，（4）資
産の一般的評価規則，⑤経営勘定，損益勘定および貸借対照表の各様式，（6源
価および成果の計算方法などを提示している。
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　ところで，PCGは，それ自体法令ではなく，法的拘束力をもつものではな
いaの。したがって，PCGが，傘業の場において，特にその活動成果をめぐり各
種利害関係者の利害が複雑に錯綜ないし対立する中で，その基本目的とする会
計標準化（n・rmalisati・n　comptable）を推進しうるためには，それ自体，なんら
かの意味での社会的合意に裏づけられた会計規範（norm　comptable）としての
性格を付与されることが必要である。この点について，1957年PCGの序文に
は，「プラソ・コンタブルは，法律でもなけれぽ公式の教義でもない。その権
威は利用者達の同意と承認にもとついている㈱」と述べられ，それが利用者達
の同意と承認にもとついた会計規範としての性格を有するものであることが明
らかにされたのである。
　このようなPOGの企業等への適用の強制は，次のように，諸種の特別の法
令や規則を通して段階的に実施された。そして，1974年には，すでに全企業
（ただし銀行・保険業を除く）の94％に適用されるようになり，フランスにおける
会計の近代化ないし統一化や経営の合理化を推進するうえで重要な役割をはた
したのであるa6）。
　（1）固有企業および公私混合会社（1947年10月22日命令）
　（2）国家から1，000万フラン以上の補助金を受けている私企業（1947年12月
　　30日省令）
　（3）政府の統制下にある私企業一航空会社・出版物輸送組合など（1947年
　　4月2日法律）
　（4＞税法上の貸借対照表再評価を実施した企業（1948年6月29日命令および19
　　58年8月7日命令）
　（5）対政府契約を結ぶ企業（1957年8月26日命令）
　（6）業種別会計指針（plan　comptable　professi・nnel）一これは現在までに84に
　　達している一の適用対象たる私企業（1962年4月13日命令）
　　（施行令294条～296条および298条一1968年1月2日命令により改正）。
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　2，　改正前公表会計制度の特徴
　以上，改正前におけるフランス公表会計制度の枠組を概説したが，その中で
明らかにされた主要なポイントを，多少補足して示すと，次のとおりである。
　（1）フランス公表会計制度は，1966年商事会社法を中心にして，1967年の商
事会社法施行令ならびに商法典などからなる商法関係法令によって，その骨格
が形成されていた。
　②　商事会社は，毎営業年度末に，計算書類一それは，財産目録，一般経
営計算書，損益計算書および貸借対照表から成る一および業務報告書を作
成し，株主総会の会日の一定期日前に，会計監査役の監査を受けなければなら
ない（商事会社法340条）。株式会社および株式合資会社においては，株主総会
による承認の翌月内に，これらの書類のうち，貸借対照表，損益計算書および
一般経営計算書（正本各2通）を商業登記簿に添付するために，裁判所の書記局
に寄託することが要求された（施行令293条1項一1968年1月2日命令により改
正）。
　（3）一定規模以上の上場会社およびその子会社は，それに加えて，会社の営
業状況を判断するうえで有用な諸種の会計情報を，・株主総会による承認後45日
内に，「法的公報」（全国版）に公告することが要求された（施行令294条～296条
および298条一1968年1月2日命令により改正）。
　これによって，公表される会計情報の内容は著しく豊富になったぼかりか，
「法定公報」（全国版）への公告義務を通して，単に現在の株主や債権老だけで
なく，従業員はもちろん，広く社会の各成員に対する情報開示が推進されるこ
とになり，ここにフランス会計公開制度はきわめて画期的な改正を施されるこ
とになったのである。
　（4）会計公開のにない手としての計算書類の表示方法一会計め形式的側面
一および評価方法一会計の実質的側面一については，ごく一部のものを
除き，商法関係法令には明定されておらず，そのため，企業は，商法会計上も，
特に一般税法の適用条件を定めた1965年命令に準拠する関係にあった。そして，
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この1965年命令の基礎には，「利用者達の同意にもとつく」会計規範としての
性格をもつ1957年PCGが採り入れられていたとみられるところから，　PCGは，
明確な法的根拠は与えられていないが，事実上，商法会計ないし公表会計にお
ける「公正な会計慣行」としての意義を有したのである。
　さらに，PCGは，特別の法令や規則によって，しだいに，広範な企業への
適用が義務づけられ，フランス会計の標準化ないし統一化を推進するうえで重
要な役割をはたしたのである。
　（5）このような改正前公表会計制度において，計算書類ないし会計情報は，
なによりも，正規でありかつ誠実であることが要求される。すなわち，「正規
性」と「誠実性」の要請が計算書類作成の基本原則として採用されているので
ある。この点に，従来のフランス公表会計制度の基本的特徴の一つを見出すこ
とができる。
　もっとも，ここにいう「正規性」と「誠実性」という概念が何を意味するか
については，法令に定義が示されていないこともあって，必ずしも一般に承認
された解釈が確立していたわけではない。しかし，関係文献をみると，以下に
みるような解釈が比較的広く受け入れられていたようである。
　まず，「正規性」について，J，ラフジョーなどによると，「正規性とは，規
則への準拠性を意味し，またそれがない場合には，一般に認められた諸原則
（principes　g6n6ralement　adm三s）への準拠性を意味する」と定義される。この意
味での「正規性」の要請は，大陸型会計の主要な特質の一つをなす成文法主義
の基盤の上に形成されたものである。
　この解釈によると，財務情報の質は，第一義的には，法律により定められた
諸規則，すなわち形式，表示および評価に関する会計諸規則を課した法律条文
または規定条文（特に会社法，商法および税法）に照らして評価される。
　そして，第二義的にのみ，それは，判例ならびに会計教義（doctr三ne　comptable）
を明確にする権限のある専門組織により定められた諸規則に従って評価される
ことになるaat。ここにいう「専門組織」ないし「専門機関」のなかには，すで
に指摘したように，国家会計審議会，公認会計士，経理士協会，全国会計監査
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役協会，証券取引委員会などが含まれると解される。
　次に，「誠実性」の解釈をめぐっては，従来多くの論議が引き起されたが，
大別すると，次の2つの相対立する見解がみられたといわれる。
　（1）「主観的誠実性」（sinc6rit6　subjective）と解する見解
　（2）「客観的誠実性」（sinc6rit60bjective）と解する見解
　このうち，（1）は，誠実性を，計算書類の作成者たる企業経営者にかかわるも
のとみる見解により，現実をゆがめないような配慮をもって作成された計算書
類が誠実であると解されるag）。したがって，この解釈では，「企業経営者の誠
実さ（bonne　foi）が計算書類の誠実性の必要かつ十分条件であるell」と考えら
れる。
　しかしながら，この誠実性に関する限定的解釈は，計算書類の読者に対して
ごくわずかの保証しか与えなかった。なぜならば，計算書類の作成者（経営者）
が忠実でありかつ正直であっても，無知または無能力であるために，計算書類
が不十分ないし不適当となるような場合が非常にしぽしぼありうるからである。
この解釈によると，そのような場合でも，計算書類は誠実であると判断される
ことになるが，これは明らかに不合理であるceD。
　そこで，これに代えて，（2）の「客観的誠実性」が主張される。これは，「誠
実性」を計算書類の作成者よりもむしろ計算書類それ自体にかかるものとみる
見解である。この見解には，現在の会計技術の状態を前提として，それに依存
する狭義説と，現在の会計技術の不完全さないし限界を勘案した広義説とがあ
る。狭義説によると，計算書類は，現在の会計技術を前提にして，それに記載
される諸項目が実在し，正しく評価されかつ正しく分類されている場合には，
誠実であると解されることになるOP。
　一方・広義説によると・計算書類は，会計技術の不完全さないし限界を斜酌
して・現在の会計技術では明示しえないか，あるいは不完全なまたはあいまい
な形でしか開示しえないような重要な事項（特に投資家の意思決定に影響を及ぼす
ような事項）が補足的情報（脚注・説明など）により明らかにされた場合にのみ
誠実であると解されることになるOP。
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　このような「客観的誠実性」に関する狭義説と広義説のうち，法的には，従
来，狭義説が一般に採用されていたといわれる⑳。なお，この狭義説に関して
留意すべきことは，ここにいう「誠実性」は，もっぱら計算書類にかかわる質
に限定されるものではなく，作成者にかかわる質としての側面をも有するとい
う点である。なぜならば，この説において，「誠実性」の中身をなす「正しい
評価」，「正しい分類」は，単に諸規則ないしこれらの規則に定められた会計技
術の機械的な適用から生じるのではなく，一定の状況のもとでの作成者の合理
的な判断の結果生じるものであると考えられるからである。このことは広義説
にも妥当するであろう。
　ところで，商法会計制度の源流には，基本的には，フランコ・ジャーマン型
＝大陸型（Continental　accounting）とアングロ・サクソン型＝英米型（Anglo－
Sax・n　acc・unting）の2つがあるといわれる。私見によれば，大陸系会計と英米
型会計の相違は，現在では，多分に相対的なものになってはいるが，それでも
法規制のレベルと会計思考のレベルの2つの面から対比的に把握することがで
きる。すなわち，次のとおりである。
　英米型会計は，法規制に関しては，コモンP一主義の土台の上に形成され，
また会計思考に関しては，一般株主ないし投資家保護目的から費用・収益の対
応による取益力の測定と開示を重視して，損益法的思考に立脚している。これ
に対して，大陸型会計は，法規制に関しては，本来，成文法主義ないし規制主
義の基盤の上に形成され，また会計思考に関しては，主に債権者保護目的から
資本維持を前提とした配当可能利益計算を重視して，財産法的思考にもとつい
ている㈱。
　このような視点から，改正前のフラソス公表会計制度をみると，まず法規制
に関しては，基本的には，成文法主義に立脚しているということができる。上
述のような1966年商事会社法の会計規定を貫く基本的要請の一つをなす「正規
性」の原則は，こうした法規制に関する成文法主義の基盤の上にこそ成り立つ
ものである。また会計思考に関しても，特に（1）伝統的な財産目録が商事会社法
上の計算書類の冒頭に掲げられていること，（2）分配可能利益（配当可能利益）は，
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期間損益計算により確定された年度純利益を基礎にしながらも，それから法定
利益準備金繰入額（および場合により前期繰越損失）を控除し，前期繰越利益を
加算した結果として算定され，したがって貸借対照表利益（財産法的利益）を意
味することなどの点において，財産法的枠組に立脚している。その限りにおい
て，それは，やはり大陸型会計の原型を有するものとみることができる。
　しかしながら，一歩掘り上げて検討すると，こうした改正前フランス公表会
計制度のとらえ方には，次の2つの面からの限定を付すことが必要であると考
えられる。第1は，すでにみたように，法規制面に関して，従来の制度の骨格
をなす1966年商事会社法においては，計算書類等の作成および会計監査役の提
出義務，表示方法・評価方法の継続性，償却・引当金の計上，設立費・資本増
加費の償却，法定準備金，あるいは年度純利益・分配可能利益の定義など，若
干の限られた重要な要請のみが明定されているだけで，会計処理や表示の具体
的基準については規定されていないことである。その結果，これらの基準につ
いては，必ずしも特定はされていないが，一般税法の適用条件を定める1965年
命令一さらにその基底にある1957年PCGに委ねられることになる。この点
で，同じく大陸型会計を代表する西ドイツ公表会計制度一会計処理や表示基
準についても株式法で詳細に規定されている一との相違がみられるのである。
　第2は，会計思考面において，①商社会社法上の計算書類の体系に関して，
伝統的な財産目録を冒頭に掲げる反面で，一般経営計算書（当期業績主義にもと
つく経常損益計算書の内容をもつ）をその中心に据えていること，（2）計算の実質
面，特に評価に関して，取得原価主i義一より正確にいえぽ，低価主義を加味
した取得原価主義が基本原則として採用されていることなどにみられるように，
その基底には損益法思考が採り入れられていることである。
　これらの2つの点において，改正前フランス公表会計制度は，固有の意味で
の大陸型会計とは異質的な要素をも多分に内包していたのである。
（1）　Frangais　Gor6　et　Claude　Dupouy；Comptabilit696n6rale　de　1’entrepr6se　indus．
　trielle　et　commerciale，1975，　pp．158－176，　Memento　Pratique　Francis　Lefebvre；
　CQmptable　l980，　2e　edition，1979，　PP．45－55．　Robert　Teller；Comptabilit6
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　96n6rale　de　l’entreprise，　1982，　PP．88－94．　Frangois　Terr6；Sources　du　droit
　comptable，　Economie　et　comptabilit6，　mars　1978，　pp．3－－24．
（2）Memento　Pratique　Francis　Lefebvre；oP．　cit．，　P，41．
（3）ECor6　et　C．　Dupouy；Comptabilit壱g6n6rale　et　1’entreprise　industrielle　et
　commerciale，1975，　p．160，　Frangois　Terr6，0p．　cit．，　pp．3－4．　Han3　Jtirgen
　Martins；Transformation　der　4．　EG－Richtlinie　in　Frankreich，　Die　Wirrschafts・
　prttfung（WPg），　Jg．36．　No．1，1．　Januar　I983，　S．2．
（4）これについては，拙稿「フランス会計監査役監査制度の発展（二・完）」本誌53
　巻2号を参照。
⑤⑥　この詳細については，拙稿「フランスにおける会計情報公開制度の展開とその
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